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第2期総
合戦略事
業５年間
の総評価
（R6事業
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定住支援セン
ター運営事業
費

定住を促進するため、定住に関する情報
発信や問合せ等について一元化した
サービスを提供するもの。
●定住支援センターの運営等に要する
経費
※特別交付税対象事業

2,332 ― ― ― ―

個別相談数
＜単年度＞

【現状値】
137件/年　以上

（H30）

【目標値】
200件/年　以上

（Ｒ６年）

89件/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

今後も移住・定住イベント
に積極的に参加し、移住に
関する問合せが増加するよ
う努める。
また、令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症感染拡
大の影響を受け、対面式の
移住イベントへの参加が難
しくなったことから、ZOOM
等のＷＥＢ会議システムを
利用したオンラインイベン
トに参加し、薩摩川内市の
移住・定住情報を発信し
た。
更に、今後は市企業連携協
議会及び県と連携し、首都
圏からの移住者確保事業の
合同実施を計画している。

Ｂ － － － － －
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定住促進補助
事業費

市内への転入を促進し、本市の人口減
少を緩和するため、転入者に対して補助
するもの。
○定住住宅取得補助
○定住住宅リフォーム補助
○新幹線通勤定期購入補助金

26,645 ― ― ― ―

定住助成制度利用
者数（年度）
＜単年度＞

【現状値】
43件/年　以上

（H30）

【目標値】
46件/年以上

（R6）

33件/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

新制度の周知に努める。
令和２年度は、新制度の開
始年度であり、定住住宅取
得補助金については、申請
期間を転入後３年以内と延
長したことから、申請者が
減少したものと思われる。
問い合わせにおいては、令
和３年度以降転入予定者
や、拡充した要件に当ては
まる対象者も一定数いるた
め、令和３年度以降の制度
利用者増加を見込んでい
る。

Ｂ － － － － －
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奨学金返還支
援事業費

地域での若者雇用を促すため、大学等
の在学中借り入れた奨学金等につい
て、市内事業者への就職及び市内居住
を要件として奨学金返還額の一部を支
援するもの。
●奨学金返還支援事業
【H31年度_要件の拡充】対象に看護学校
追加
【令和２年度から企業版ふるさと納税事
業（大括り版）６月財源調整】
【奨学金返還支援基金繰入金及び基金
利子収入有】

45,829 ― ― ― ―

市内就職した若者
の人数

＜累計＞

【現状値】
42人/年　以上

（H30）

【目標値】
142人/年以上（累

計）
（R6）

84人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

周知活動により、制度利用
者が大幅に増加した。
今後も、市企業連携協議会
等との連携し、市内就職者
への周知を徹底することに
より、登録者の増加が見込
める。また、市外の大学に
進学予定の市内高校生に対
しても周知を行うことで、
大学卒業後に市に戻ってく
る動機となることも期待で
きる。

Ｂ － － － －

・良い制度であることか
ら高校生に対しても周知
活動を行いながら、今後
も継続していただきた
い。
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就学定住支援
事業費

市内の大学への進学と卒業時の市内就
職を促進するため、大学等の入学金に
対する補助を行うもの。
●就学・定住支援補助金
【H31年度_要件の拡充】
対象に川内看護専門学校、川内職業能
力開発短期大学校を追加

（令和元年度まで「大学就学支援事業
費」）

3,463 ― ― ― ―

市内在住者の市内
大学等への進学者

数
＜単年度＞

【現状値】
16人/年　以上

（H30）

【目標値】
50人/年以上

（R6）

33人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

各大学と連携し、対象者に
は確実に申請に来てもらう
よう努める。
また、令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症感染拡
大の影響を受け、直接大学
等を訪問しての説明が出来
なかったが、各大学等の担
当者と連携を図り、制度周
知に努めた。
令和３年度以降は、大学等
での説明会に加えて、市内
高校生に対しても周知する
ことで、市内大学等への進
学者数の増加も期待でき
る。

Ｂ － － － －

・良い制度であることか
ら高校生に対しても周知
活動を行いながら、今後
も継続していただきた
い。
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5
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Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5

5

企
画
政
策
部

企
画
政
策
課

4
4
2

4
2
4

2
移
定
住

2
2

2
2
1

空き家利活用
推進事業費

空家の有効利用を通して地域活性化を
図るため、空家バンクを利用した本市へ
の移住者と空家の所有者に成約奨励金
を支給するもの。
※特別交付税対象事業

400 ― ― ― ―

空き家バンクの契
約成立件数
＜単年度＞

【現状値】
―

【目標値】
5件 /年以上

（R6）

2件/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

ホームページ等の周知によ
り、空家バンクの利用・物
件登録数を増加させ、成約
数の増加に努める。
令和２年度は新型コロナウ
イルス感染症感染の影響を
受け、県外からの相談者が
実際に物件を見に来ること
が難しかったが、ホーム
ページのアクセス件数や電
話での問い合わせは増加し
ており、令和３年度以降の
成約数の増加が見込める。

Ｂ － － － － －
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移住促進支援
事業費

東京圏からの移住促進を推進するた
め、県が設置する仕事のマッチング支援
サイトを利用して県内企業に就職した者
のうち、本市に移住してきた者に対し、移
住支援金を支給するもの。
【令和元年度からスタート　地方創生交
付金（移住・就業）事業】

0 ― ― ― ―

かごしまＵＩＪ
ターン移住支援制
度利用者数（年

度）
＜単年度＞

【現状値】
―

【目標値】
６人/年以上

（R6）

0人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

対象要件の追加もあったこ
とから、制度周知に努めた
い。
令和２年度は新型コロナウ
イルス感染症感染拡大の影
響を受け、東京圏から地方
への移住が増加している状
況やもあったことから、テ
レワークや・関係人口等の
要件拡充もあり、令和３年
度以降の申請者増加が見込
める。
県と連携し、就職支援マッ
チングサイトの登録件数の
増加や関係人口要件の設定
について改善に努める。

Ｃ － － － －

・新型コロナウイルス感
染症感染拡大の影響によ
り、地方から中央への移
動が縮小し、中央から地
方への移住が増加傾向に
ある中で、結果が０人で
あるためＣ評価とする。
県事業を含めての取組と
のことであるため、改善
は難しいと思われるが、
目標に向かって努力れた
い。
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地域おこし対
策事業費

【活動テーマ：地域課題の解決】

人口減少や高齢化等の進行により地
区コミュニティなどが抱える地域課
題について、大都市圏からの地域お
こし協力隊の導入を図り、地域と一
体となった取り組みによって地域の
活性化につなげるもの、併せて、地
域おこし協力隊員の定着を促すもの
○　地域おこし協力隊の導入分野
　・地域活性化の企画立案と実践
○　地域おこし協力隊の募集・活動
　　情報の発信
○　地域おこし協力隊の地域定着支
　　援など
〇　国外向け観光資源の情報発信
〇　ＳＮＳや媒体を通じての情報発
信

15,705 ― ― ― ―

協力隊が活動して
いる地区（地域）
が活用した件数
【地区コミュニ

ティ活性化事業補
助金】

＜累計＞

【現状値】
１０/年（累計）

（Ｒ１）

【目標値】
１５/年（累計）

（Ｒ６）

※【参考】Ｒ２年
度末の協力隊人

数：４人

１１件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　地域おこし協力隊員の活
動により、地域の課題解決
が図られるよう地区支援に
努めた。
　また、受入団体と隊員の
活動内容の齟齬を防ぐた
め、受入団体が応募者を事
前に面談する場を設け実施
した。

　隊員の地域定着を図るた
め任期終了後の生業作り支
援として、起業支援補助金
の設置や、任期中に起業に
向けた研修会への参加を積
極的に勧めた。

Ｂ － － － － －
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コミュニティ
推進事業費
（事業費補助
金）

　地区民が主体となり、地区の資源を活
かしながら自立に向けて取り組む収益事
業で、地区の抱える問題解決と豊かで潤
いのある地区づくりに貢献する。新たに
興すコミュニティビジネスのほか、既存の
コミュニティビジネスの拡充により、地区
の自立的・持続的な発展に寄与する収
益事業を対象とする。
  補助額上限２００万円（補助率　１回目
９０％ ２回目７０％ ３回目５０％）
●地区コミュニティ活性化事業補助金
（ビジネスコース）

4,232 ― ― ― ―

採択地区コミが活
用した回数を１地
区コミとした数

＜累計＞

【現状値】
１７地区ｺﾐ/年（累

計）（R1）

【目標値】
４０地区ｺﾐ/年以上
（Ｒ６年度まで

に）

20地区ｺﾐ ― ― ― ― Ｂ － － － －

　事業補助により、コミュ
ニティビジネスが創出・拡
大され、地区コミの自主
的・継続的な発展に寄与し
ていると考える。
　一方、補助金終了後の事
業継続に不安があり、当補
助金の活用に慎重な地区コ
ミが多い。
　翌年度に向けて、補助期
間終了後も含めた事業計画
や収支計画を地域で作成で
きるよう、申込要件の改正
に着手した。

Ｂ － － － － －
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小さな拠点推
進費

人口減少と少子高齢化の進む中、地域
によっては、生活必需品の購入や病院
での受診など、日常生活に必要なサービ
スを受けることが難しくなり、地域におい
て生活を維持していくことが困難となって
いる。
　このようななか、地域での暮らしを守
り、良好な地域コミュニティを形成しなが
ら、持続可能な地域づくりを目指すた
め、基礎的な生活圏において、様々な生
活サービスを上手につなぎ、将来的に地
域において運営していく仕組みをつくるこ
とを目的とする。

130 ― ― ― ―

小さな拠点数
＜累計＞

【現状値】
０地区(累計)
（Ｈ３０）

【目標値】
７地区(累計)

（Ｒ６）

2地区 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　横展開の２地区において
開催された地区住民による
ワークショップ等を支援し
た。

　モデル地区で取り組む小
さな拠点づくりについて実
施事業の支援を行った。

Ｂ － － － － －
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支援事業費

（婚活支援事
業補助金）

【平成31年度拡充】限度額10万円→20
万円
　少子化の要因となっている晩婚化及び
未婚化の進行を踏まえ、結婚のための
活動を支援する事業を行う者に対し、経
費の一部を補助するもの

0 ― ― ― ―

補助金支給件数
＜単年度＞

【現状値】
2件/年度
（R1）

【目標値】
3件/年度
（R6）

0件/年度 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　新型コロナウイルス感染
症拡大防止のためイベント
を自粛され、実績はなかっ
た。今後も市のホームペー
ジや広報紙、課のSNS等で制
度周知を図っていきたい。

Ｂ － － － － －
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出会い・結婚
支援事業費

（結婚新生活
支援補助金）

【平成30年度拡充】限度額24万円→30
万円
【県補助：地域少子化対策重点推進交付
金】
　経済的理由により結婚に踏み出せない
低所得の者を対象に、婚姻に伴う新生
活を経済的に支援するもの

3,466 ― ― ― ―

補助金支給件数
＜単年度）＞

【現状値】
26件/年度
（R1）

【目標値】
40件/年度
（R6）

20件/年度 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　20組の夫婦に対し、新居
の住居費及び引越費用等を
助成した。今後も婚姻届提
出の際に案内するなど、制
度周知を図っていきたい。

Ｂ － － － －

・結婚へ踏み出せない方
への助成ということで、
さらに様々なタイミング
や方法での周知を図るよ
う工夫されたい。
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
1

3
子
育
て

3
1

3
1
1

出会い・結婚
支援事業費

（かごしま出
会いサポート
センター登録
補助金）

　男女の出会いを求める者に対し、鹿児
島県が運営する｢かごしま出会いサポー
トセンター｣への入会登録料（1万円）の
半額を補助するもの
【令和2年度で事業終了】

10 ― ― ― ―

補助金支給件数
＜単年度＞

【現状値】
12件/年度
（R1）

【目標値】
10件/年度
（R6）

2件/年度 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　2件の申請に留まった。令
和2年度で終了。

Ｂ － － － － －
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
1

3
子
育
て

3
1

3
1
1

出会い・結婚
支援事業費

（出会い応援
事業）

　出会いのきっかけとなる場を通じ、パー
トナーを見つけられる機会を提供するも
の

10 ― ― ― ―

イベント回数
＜単年度＞

【現状値】
2回/年度
（R1）

【目標値】
3回/年度
（R6）

1回/年度 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　市主催で、共通の趣味等
を通じて出会いや交際を育
むための縁活イベントを1回
開催、12名（男性6名・女性
6名）が参加し、3組マッチ
ングした。今後も出会いの
場を提供していきたい。 Ｂ － － － － －
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
2

3
子
育
て

3
1

3
1
2

子育て世帯生
活支援事業費

（通学定期券
等購入費補助
金）

　市内の中学・高校通学に係る通学定期
券及びスクールバス乗車券購入費用の
半額を補助するもの

8,961 ― ― ― ―

対象児童・生徒数
＜単年度）＞

【現状値】
221人/年度

（R1）

【目標値】
200人/年度

（R6）

219人
/年度

― ― ― ― Ａ － － － －

　児童・生徒の保護者に対
し、経済的負担の軽減を図
ることができた。今後も学
校の入学式・始業式の際に
案内するなど、制度周知を
図っていきたい。

Ａ － － － － －
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R2 R3 R4 R5 R6 R2 R3 R4 R5

第2期総
合戦略事
業５年間
の総評価
（R6事業

⑥事業自己評価

R5
事業
評価

第2期総合戦
略事業５年
間の事業総

評価
（R6事業評

価）

意見等⑦事業担当課のコメント
R2

事業
評価

R3
事業
評価

R4
事業
評価

施
策

小
施
策

R2

⑤実績値

R3 R4 R5 R6
④

指標（KPI）に係る
目標年度と目標値

②SDGｓ

令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
2

3
子
育
て

3
1

3
1
2

子育て世帯生
活支援事業費

（第３子以降
妊娠祝金）

　第3子以降の子を妊娠した保護者に対
象児1人につき10万円を支給するもの
【令和2年度で事業終了。令和3年度か
ら、出生した子どもに対して商品券を支
給する子育て応援券に変更】

19,000 ― ― ― ―

祝金支給件数
＜単年度＞

【現状値】
209件/年度

（R1）

【目標値】
200件/年度

（R6）

187件
/年度

― ― ― ― Ｂ － － － －

　第3子を妊娠した保護者
187人に支給した。令和2年
度で終了。令和3年度から
は、令和3年4月2日以降に出
生した子ども（妊娠祝金を
支給された方は対象外）に
対して、市内の登録店で買
い物などに使用できる商品
券を支給する。

Ｂ － － － －

・商品券を使用できる登
録店舗をもっと増やすよ
う努力されたい。
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
2

3
子
育
て

3
1

3
1
2

子育て世帯生
活支援事業費

（赤ちゃんの
駅事業）

　授乳やおむつ替えができる施設を「赤
ちゃんの駅」として登録し、周知するとと
もに、移動式赤ちゃんの駅（テント等）を
イベントを主催する団体に無料で貸し出
すもの

0 ― ― ― ―

登録施設数
＜累計＞

【現状値】
42施設/累計

（R1）

【目標値】
100施設/累計

（R6）

76施設
/累計

― ― ― ― Ｂ － － － －

　市内76施設を「赤ちゃん
の駅」として登録した。
「移動式赤ちゃんの駅」に
ついては、イベントの自粛
もあり利用はなかった。今
後も広く周知を行い登録施
設を増やすとともに、イベ
ントでの「移動式赤ちゃん
の駅」の利用促進につなげ
ていきたい。

Ｂ － － － －

・令和６年度の目標に対
し、令和２年度の実績76
施設であれば、A評価相
当であるが、Ｂ評価とす
る。
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企
画
政
策
部

ひ
と
み
ら
い
政
策
課

1
1
2

1
2
1

3
子
育
て

3
1

3
1
2

子育て世帯生
活支援事業費

（イクボス推
進）

　市内企業等にイクボスを推進し、長時
間労働の是正や男性の家事・育児への
参加を促すもの

996 ― ― ― ―

イクボス宣言事業
所数

＜累計＞

【現状値】
25事業所/累計

（R1）

【目標値】
50事業所/累計

（R6）

32事業所
/年度

― ― ― ― Ｂ － － － －

　32事業所が「イクボス宣
言」を行っている。今後も
イクボスの輪を市内全域に
広げ、子育てしやすい環境
づくりに努めたい。

Ｂ － － － －

・イクボス宣言は女性活
躍の観点からもとても大
切で、行政から取り組む
必要がある。市として精
力的に対応していただき
たい。
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市
民
福
祉
部

市
民
健
康
課

1
1
2

1
2
2

3
子
育
て

3
1

3
1
2

感染症予防事
業費

（医薬材料費
及び接種費用
補助）

感染症のまん延防止や新たな感染症な
どの発生・流行に備え、感染拡大の防止
を図る。
①定期予防接種事業
②任意予防接種等補助事業(未就学児・
小学生・中学生・高校3年生)（風しん、お
たふくかぜ、。ロタウイルスは令和２年８
月１日以降に生まれた者は定期接種と
なった。）
【平成31年度拡充】●中１、中２を新たに
インフルエンザ予防接種補助対象にする

214,522 ― ― ― ―

接種率
＜単年度＞

【現状値】
５３．０％

（R1）

【目標値】
70％以上を維持

（R6）

58.10% ― ― ― ― Ｂ － － － －

　令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症予防等によ
り接種率が５８．１％で、
未就学児・小学生について
は、接種率が約６０％に対
し中学生・高校生は約５
０％だった。目標値の７
０％に達していない状況な
ので、保護者、医療機関と
も連携して接種率を上げて
いきたい。

Ｂ － － － － －

－ －

　令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症予防対策
を取りながら、一部内容を
変更して、各種母子保健事
業を継続して取り組み、一
定の実績が得られている。
　また、SSプラザに子育て
世代包括支援センターをサ
テライト開設し、保健師、
助産師、臨床心理士の専門
職を中心に、母子保健事業
と連携しながら、妊娠期か
ら子育て期にわたり切れ目
のない相談支援に取り組み
実績も増えている。
　今後も機能の更なる充実
を図り、効果につなげた
い。

Ａ － － －Ａ － － － －― ― ― ―
98.8%累計

― ― ― ―

育児は
すばらしい
仕事である

と感じられる割合

【現状値】
９９．０％
（H30）

【目標値】
95％以上を維持

（R6）

　母子健康教育、母子相談、母子保
健指導の実施により、母子の健康づ
くり支援とハイリスク母子の支援が
でき、虐待防止につながる。
　○母子健康手帳交付
　○乳児家庭全戸訪問事業
　　（こんにちは赤ちゃん事業）
  ○母子保健推進員事業
　○未熟児、新生児訪問
　○産後ケア事業
　○産後ケア応援券交付事業
　○発達支援事業
　　（親子教室「豆の木」）
　○幼稚園・保育園歯科指導、
　○離乳食教室
　○子育て世代支援センターによる
　　支援
　○ポータルサイト・アプリによる
情
　　報発信
【国庫支出金：子ども・子育て支援
交付金、母子保健衛生費国庫補助
金】
【県支出金：子ども・子育て支援交
付金】

18,821
1
2
2

1
2
4

3
子
育
て

3
1

3
1
2

3
1
4
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市
民
福
祉
部

市
民
健
康
課

1
1
2

子育て支援強
化事業費

（ハイリスク
母子支援等）
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評価

第2期総合戦
略事業５年
間の事業総

評価
（R6事業評

価）
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評価
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策

R2
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R3 R4 R5 R6
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5

20

市
民
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

1
1
2

1
2
2

3
子
育
て

3
1

3
1
2

子ども医療費
助成費

子ども（１８歳に達する日以後の最初の３
月３１日まで）の医療費について助成を
行うもの（平成２８年９月診療分から中学
生までだった対象者を高校生までに拡
充）。
平成３０年１０月診療分から、市町村民
税非課税世帯の未就学児を対象に、窓
口負担の無料化（現物給付）を実施し、
令和３年４月診療分から現物給付の対
象者が市町村民税非課税世帯の高校生
までに拡充されている。
【県補助金：乳幼児（子ども）医療費助成
事業費補助金】

315,137 ― ― ― ―

申請率
＜年度＞

【現状値】
―

【目標値】
100％/年度
（Ｒ６）

100
％/年度

― ― ― ― Ａ － － － －

　高校生までの子どもの医
療費を助成することで、子
どもの健やかな育成、福祉
の増進が図られている。
　平成３０年１０月診療分
から、市町村民税非課税世
帯の未就学児に対する窓口
負担の無料化（現物給付）
が、県下全市町村で実施さ
れ、低所得の子育て世帯の
負担軽減と子どもの健康増
進に寄与している。

Ａ － － － － －
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市
民
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

1
1
2

1
2
3

3
子
育
て

3
1

3
1
3

児童館費

（運営費等補
助）

○放課後児童健全育成事業：保護者が
労働等により昼間家庭にいない小学校
に就学している児童に対し、適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全な育
成を図るもの。
○放課後児童クラブ支援事業：放課後児
童の安全・衛生対策と障害児を受入する
クラブに対して補助を行うもの。
○放課後児童クラブ運営補助事業：児童
数の多少による運営・活動内容の不均
衡を是正するため、登録児童数に応じた
運営費の補助を行うもの。
【国庫：子ども・子育て支援交付金】
【県支出金：地域子ども・子育て支援事
業補助金】

320,504 ― ― ― ―

児童登録者数（補
助事業）

【現状値】
1,556人
（R1）

【目標値】
1,600人
（R6）

1,708人 ― ― ― ― Ａ － － － －

　平成28年4月現在、市内の
放課後児童クラブは23クラ
ブであったが、令和3年4月
現在では３９と倍近となっ
た。登録人数は目標値に達
しているが、共働き世帯は
減っておらず今後も児童ク
ラブに対する需要の動向に
注視する必要がある

Ａ － － － － －
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市
民
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

1
1
2

1
2
3

3
子
育
て

3
1

3
1
3

保育対策総合
支援事業費

（保育士雇用
経費補助）

●保育体制強化事業
保育士の負担軽減のため、保育支援者
の配置に要する経費を補助
　平成３０年度から保育所のほか、認定
こども園においても事業実施が可能と
なった。
【県支出金：保育対策総合支援事業費補
助金】 9,155 ― ― ― ―

補助者数

【現状値】
２０人
（R1）

【目標値】
２０人
（R6）

15人 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　保育士の業務軽減や就業
の継続及び離職防止を図る
ため、今後も制度利用を推
進する。

Ｂ － － － － －
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市
民
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

1
1
2

1
2
3

3
子
育
て

3
1

3
1
3

保育対策総合
支援事業費補
助金
(待機児童解
消体制確保補
助金)

待機児童を解消するための保育士確保
事業、年度当初と年度末を比較し、常勤
換算保育士数が増えた保育施設に対し
補助金を交付する。
〇待機児童解消体制確保補助金

4,674 ― ― ― ―

保育士数

【現状値】
２０人
（R1）

【目標値】
20人

（R6）

6人 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　対象保育士６名の確保で
あったが、令和３年４月１
日現在の待機児童解消につ
ながった。
　令和３年度以降は、実施
事業者及び対象者の増に努
め、年間を通した待機児童
の解消に取り組みたい。

Ｂ － － － － －
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市
民
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

1
1
2

1
2
4

3
子
育
て

3
1

3
1
4

利用者支援事
業費

（子育て支援
員）

子ども又はその保護者の身近な場所
で、教育・保育施設や地域の子育て支援
事業等の情報提供及び必要に応じ相
談・助言等を行うとともに、関係機関との
連絡調整等を実施する事業
【国庫：子ども・子育て支援交付金】
【県支出金：地域子ども・子育て支援事
業補助金】

4,314 ― ― ― ―

対応件数

【現状値】
2,500件程度

（R1）

【目標値】
2,500件程度

（R6)

1,579件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　効率的な体制づくりに努
め、利用者に最善の情報提
供や相談業務の充実を図っ
た。今後も現体制を進めな
がら体制の充実を図る。

Ｂ － － － － －
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5

25

農
林
水
産
部

六
次
産
業
対
策
課

3
3
1

3
1
5

1
雇
用

1
1

1
1
3

六次産業化推
進事業費（農
林漁業者への
補助・事業推
進費）

本市の農林漁業者が取り組む六次産
業化を促進することが、本市の農林
漁業の振興及び農林漁業者の所得の
向上、経営の改善にとって重要であ
ることから、農林漁業者が取り組む
六次産業化を支援する。

①意識啓発及び資質向上のための講
習会の開催及び実践支援等の実施
②承認者の各商品のＰＲや販売開
拓・拡大のための支援等
③六次産業化に取り組む農林漁業者
への補助 54,358 ― ― ― ―

六次産業化等によ
り新たに生まれた
商品・サービスの

数

【目標値】
30(商品数＋ｻｰﾋﾞｽ
数)/5年間（累計）

３件/累積 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　新たに六次産業化の取組
に一歩踏み出すきっかけと
なるよう、また、六次産業
化等により新たな商品・
サービスを生み出すきっか
けとなるよう各種講習会、
講座等を開催し、六次産業
化等に取り組む農林漁業者
等を育成した。

　六次産業化支援事業補助
金、農林水産物加工機械等
導入支援事業補助金及び農
商工連携促進事業補助金の
活用により、六次産業化へ
の初期投資の軽減、農林漁
業者の所得向上が図られ
た。

Ｂ － － － －

・重要な取組。商品を開
発するだけでなく、その
商品を最終的に販売し、
所得につなげるのが大事
である。観光部門等と連
携し、商品の加工・情報
発信について支援を行う
ことが重要であるため、
引き続き取り組まれた
い。

26

商
工
観
光
部

経
済
政
策
課

(

商
工
政
策
課

)

3
3
2

3
2
1

1
雇
用

1
2

1
2
1

商工団体支援
事業費

　企業見学会、学校との企業の情報交
換会等の求人事業、ビジネスマッチン
グ、技術交流、技術開発、販路開拓等に
取り組み、会員の人材確保・育成や新た
なビジネスチャンスの創出などの各種事
業を今後は共同事業として確立・発展さ
せるとともに、運営機能の強化・高度化
を図る。本市の内発型産業振興の基盤
となる組織であり、当分の間運営支援を
行うものである。
●企業連携協議会運営補助金

15,700 ― ― ― ―

薩摩川内市企業連
携協議会新規加入
組合員数（年度）

＜単年度＞

【現状値】
１４０社
（R1）

【目標値】
５社/年度
（毎年度）

4社
― ― ― ― Ｂ － － － －

　民間主体による異業種の
企業間連携により、共同求
人事業、共同販売事業、教
育事業、部会活動等を実
施。H30.7に法人化した。
　法人化時点で会員数126で
あったものが、R1年度に140
まで増加したが、R2年度末
134となっている。
　一方、大企業等が賛助会
員として参画するなど、活
動を活発化させており、引
き続き支援していきたい。

Ｂ － － － － －

27

商
工
観
光
部

経
済
政
策
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
2

3
2
1

1
雇
用

1
2

1
2
1

雇用対策事業
費

　新卒者やＵＩＪターン者の市内就労促進
と市内事業所の人材確保を図るために、
市内の事業所に新たに就労する新卒者
やUIJターン者に奨励金を交付する。
●若者等ふるさと就労促進奨励金

【H30年度から個人にのみ交付すること
で見直しを行った。】
【令和２年度から企業版ふるさと納税事
業（大括り版）６月財源調整】 29,100 ― ― ― ―

市内学校新卒者の
市内企業就職率

【現状値】
１８％

（H３０）

【目標値】
２５％
（R6）

17.60% ― ― ― ― Ｂ － － － －

　市内学校新卒者の市内就
職率（民間）については、
ここ数年20%前後で推移して
いたが、R2年度は新型コロ
ナウイルス感染症感染拡大
の影響で、市内企業の求人
数が減少したことにより、
市内就職の割合も減少した
ところである。引き続き、
学生に対する市内企業の理
解促進を図りながら、市内
企業への就労を促進した
い。

Ｂ － － － － －

28

商
工
観
光
部

経
済
政
策
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
2

3
2
2

1
雇
用

1
2

1
2
2

企業支援事業
費

■中小企業等の事業拡大支援
　中小企業等の経営安定を目的に、社
員研修や製品宣伝活動、知的財産権等
申請、国家資格取得、女性の活躍推進
に係る経費の一部を補助する。
■中小企業等の雇用安定化
　中小企業等の人材確保、福祉の増進
及び雇用の安定化を目的に、中小企業
等の退職金共済掛金の一部を補助す
る。
　●中小企業元気づくり補助金
　●中小企業等人材育成支援事業補助
金
　●退職金共済制度加入促進補助金
　●中小企業女性人材育成支援事業補
助金
　●中小企業連携トライアル事業補助金

1,911 ― ― ― ―

年間雇用保険被保
険者数

【現状値】
25,431人
（H30）

【目標値】
26,000人
（R6）

25,915人 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　新型コロナウイルス感染
症対策のため、一部補助金
については、申請受付を停
止したところである。
　引き続き、中小企業の事
業活動の支援を図りなが
ら、従業員の安定した雇用
環境の確保を図りたい。

Ｂ － － － － －
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5

30

商
工
観
光
部

経
済
政
策
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
3

3
3
5

1
雇
用

1
3

1
3
4

地域おこし対
策事業費

【活動テーマ：中心以外値の賑わい
創出】

人口減少や高齢化等の進行により地
区コミュニティなどが抱える地域課
題について、大都市圏からの地域お
こし協力隊の導入を図り、地域と一
体となった取り組みによって地域の
活性化につなげるもの、併せて、地
域おこし協力隊員の定着を促すもの
○　地域おこし協力隊の導入分野
　　中心市街地における賑わいの仕
掛けづくり、イベントの企画・支
援、情報発信

1,019 ― ― ― ―

着任している協力
隊の人数
＜累計＞

【現状値】
②経済政策課

　１人/年（累計）

【目標値】
②経済政策課

　　１人/（累計）

（Ｒ４年度まで累
計）

0人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　R1年度末に退任した地域
おこし協力隊員が、本市に
定住し起業することに対
し、支援を実施した。
　新たな隊員について募集
を行っているが、採用に
至っていない。
　引き続き、早期着任に向
けて取り組みたい。

Ｂ － － － － －
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商
工
観
光
部

産
業
戦
略
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
2

3
2
3

1
雇
用

1
2

1
2
3

創業・新産業
創出事業費

創業支援事業：地域の需要や雇用を支
える事業の創業を志す者に対し、創業し
やすい環境を整備するために、創業初
期段階の負担の一部を補助するもの。
●創業スクール運営補助金
●創業支援事業補助金
●甑島地域創業支援事業補助金
　※特定有人国境離島地域社会維持推
進交付金

67,174 ― ― ― ―

支援による年間起
業数

＜単年度＞

【現状値】
―

【目標値】
４０件/毎年度

13件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　平成27年2月に産業競争力
強化法に基づく「創業支援
事業計画」の認定を受け、
関係機関と連携し、創業し
やすい環境整備に努めてい
る。
　例年、川内商工会議所主
催の創業スクールの運営補
助を行い、創業マインドの
向上を促してきたが、令和2
年度は新型コロナウイルス
感染症感染拡大の影響を受
け、同スクールを中止とし
ている。
　そのような中ではあった
が、創業希望者に対して、
本事業により、初期投資の
経費負担を減らすことでコ
ロナ禍における創業支援に
寄与していると考えてい
る。

Ｂ － － － － －
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商
工
観
光
部

産
業
戦
略
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
2

3
2
3

1
雇
用

1
2

1
2
3

企業誘致事業
費

県内外の企業を訪問し、本市の企業立
地優遇制度の紹介及び企業動向の情報
収集を実施するとともに立地の可能性が
ある企業との交渉を行う。また、市内企
業の業況及び雇用状況把握に努め、増
設等の事業規模拡大を支援する。
●企業訪問
●入来工業団地等パンフレット印刷

587 ― ― ― ―

立地（協定）件数
＜累計＞

【現状値】
１件
(R1)

【目標値】
２５件/５年累計

2件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　令和2年度の立地協定は、
新設1件、増設1件である。
　新型コロナウイルス感染
症感染拡大の影響により、
特に県外、都市部の企業へ
の訪問が困難となり、企業
訪問数は例年よりも大きく
減少している。
　今後は、市内・県内企業
への訪問活動を強化すると
ともに、WEB上での情報発信
や県外企業とのオンライン
協議等を積極的に行う等、
アプローチの仕方を変える
必要がある。

Ｂ － － － － －

－ －

　国による緊急事態宣言の
発令、県による感染拡大警
報の発令により新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大防
止のための感染拡大地域と
の往来の自粛や施設の利用
自粛・停止などにより全国
規模の学会・交流会などが
相次いでキャンセルとなる
中、川内駅コンベンション
センターでは、１月から３
月までの間、祝賀会や映画
上映会などが開催され約２
万人の利用があった。
　これらの事業がなければ
本市経済の失速が抑えられ
なかったと考えている。川
内駅コンベンションセン
ターオープンによる利用者
増に伴い、新型コロナウイ
ルス感染症が収益へ与える
影響はある程度抑えること
ができたと評価できる。
　年間宿泊者数について
は、減少している状況では
あるが、市内外から多くの
来場者を呼び込み、宿泊者
の増加や周辺地域をはじめ
とした中心市街地の賑わい
を創出し、地域経済の活性
化につなげていくため、利
用促進のＰＲ活動を行って
いきたい。

Ｂ － － － － －

年間宿泊者数
＜単年度＞

【現状値】
340,569人/年

（H30）

【目標値】
400,000人/年

（R6）

293,796人/
年

― ― ― ― Ｂ － －
1
3
1

コンベンショ
ン施設整備事

業費

「川内駅コンベンションセンター」オープ
ンを契機として、各種レセプションの誘致
やイベント開催に対応できる舞台設備や
備品等を拡充し、多種多様な催事に対
応できる体制を整えることで市内外から
の来場者獲得を図る。また、川内駅コン
ベンションセンターの多目的ホールに備
えた移動式観覧席を最大限に活用し、こ
れまで市の既存集客施設である川内文
化ホールが固定式座席であるため誘致
ができなかった全国規模の学会・交流

会、更には、展示会・商談会及び各種レ
セプションを誘致することで、新たに市内

外から多くの来場者を呼び込むととも
に、アフターコンベンションを積極的に取
り入れることで宿泊者の増加を図り、周
辺地域をはじめ中心市街地の賑わいを
創出し、豊かで魅力ある地域づくりを推

進する。
【令和２年度から企業版ふるさと納税事

業（大括り版）６月財源調整】

66,291 ― ― ― ―29

商
工
観
光
部

経
済
政
策
課
（
施
設
課
）

3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5
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商
工
観
光
部

産
業
戦
略
課
（
商
工
政
策
課
）

3
3
2

3
2
5

1
雇
用

1
2

1
2
5

竹バイオマス
産業都市構想
推進事業費

本市及び本県の地域資源であり、同時
に放置竹林という問題も併せ持っている
「竹」について、既存の収集・処理システ
ムを再構築し、エネルギーの利用の地域
システムの確立を目指すとともに、新た
な産業・生活資材等への展開の可能性
を探るもの。
●竹バイオマス産業都市協議会運営業
務
●「薩摩國セルロースナノファイバークラ
スター」形成事業
【令和元年度まで地方創生交付金事業】
●竹材供給推進補助金
【令和２年度から企業版ふるさと納税事
業（大括り版）６月財源調整】

18,273 ― ― ― ―

試作・開発・実証
等の実施件数
＜単年度＞

【現状値】
１０件/年度

（H30）

【目標値】
５件/年度
（R6）

2件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　試作・開発・実証等の実
施を繰り返すことで、伐
採・収集・処理・加工・販
売・エネルギー利用等での
産業振興及び雇用創出、そ
れらの活性化に伴う竹林保
全及び温暖化対策としての
環境貢献につながると考え
ている。

Ｂ － － － － －
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商
工
観
光
部

産
業
戦
略
課
（
次
世
代
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
）

3
3
2

3
2
4

1
雇
用

1
2

1
2
4

次世代エネル
ギー都市基盤
整備事業費

　再生可能エネルギーの普及促進及び
地球温暖化対策として、平成29年度対
象の8種類(住宅用太陽光発電設備・プラ
グインハイブリッド自動車及び電気自動
車、超小型モビリティ・電動アシスト自転
車・家庭用燃料電池システム・電気自動
車等充電設備・家庭用蓄電システム・Ｈ
ＥＭＳ)の設備導入に対する補助金につ
いて、平成30年度より燃料電池自動車
（ＦＣＶ）とネット・ゼロ・エネルギー・ハウ
スも補助対象設備とし補助金を交付する
ことで、市民等の負担の軽減を図り、さら
に環境保全意識とエネルギーに対する
意識の向上と地球にやさしい環境の整
備を図るもの。
【次世代エネルギー推進基金】

51,811 ― ― ― ―

補助金交付件数
＜単年度＞

【現状値】
307件/年度

【目標値】
400件/年度

　（R2年度）

332件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　市民の初期投資軽減に寄
与していると考えている。
　なお、本市の再エネ導入
量は、県内１９市で比較す
ると鹿児島市、霧島市、鹿
屋市に次いで４位となって
いる。
　市民の防災意識の高まり
とFIT(固定価格買取制度)の
段階的終了に伴い、蓄電池
の設置件数が増加傾向であ
ることから、地球温暖化防
止及び災害にい強いまちづ
くりに寄与している。

Ｂ － － － －

・エネルギー問題は非常
に重要。「次世代エネル
ギーが重要である」とい
う民意の醸成がなされる
よう、さらに努力された
い。
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商
工
観
光
部

産
業
戦
略
課
（
交
通
貿
易
課
）

4
4
6

4
6
1

1
雇
用

1
4

1
4
1

川内港振興事
業費

令和元年度にとりまとめる集荷戦略の効
果を最大限発揮させるため、川内港の
物流機能強化対策及びドレージコスト縮
減対策を検討する。
【令和２年度から企業版ふるさと納税事
業（大括り版）６月財源調整】

9,309 ― ― ― ―

外貿コンテナ数
＜単年度＞

【現状値】
20,017TEU/年

（R1）

【目標値】
32,000TEU/年

（R6）

20,148TEU/
年

― ― ― ― Ｂ － － － －

　南九州西回り自動車道の
全線開業及び川内港唐浜地
区国際物流ターミナルの供
用開始に向けた、出水・阿
久根・長島等の川内港の背
後地からの効率的な集荷・
輸送の検討は、今後の川内
港の利活用・地域の発展に
寄与すると考える。
　なお、令和３年４月に
は、国直轄事業として川内
港唐浜地区国際物流ターミ
ナル整備事業が決定したと
ころである。

Ｂ － － － － －

－― Ｂ － － － － Ｂ － －

　少子高齢化が進み国内需
要が縮小することが予想さ
れる中、海外市場への進出
は必要不可欠で、川内港に
おけるコンテナ取扱量も直
近では３年連続20,000ＴＥ
Ｕを超え、令和２年は令和
元年より134ＴＥＵ増加し
た。
　一方で、国際情勢から受
ける影響もあり、昨年は香
港の民主化運動及び韓国の
日本製品不買運動により、
当該地域への食料品輸出量
及び価格が減少した。
　また、新型コロナウイル
ス感染症により世界的コン
テナ不足により本年は、取
り扱量の減少が見込まれる
が、貿易の促進は、本市の
発展に寄与すると考える。
　目標額は達成していない
が、市町村単位としては始
めたばかりの取組であり、
今後目標達成のために、鹿
児島県も進出いていない台
湾高雄市へ向けたセールス
にも取り組んでいる。
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課
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4
4
6

4
6
1

1
雇
用

1
4

1
4
1

川内港振興事
業費

本市及び周辺自治体（阿久根市、日置
市）による、「薩摩國広域輸出促進協議
会」を設立し、緊密な連携、情報交換を
図り、海外へのミッション団結成による商
談会やフェアへの参加、海外から日本へ
のバイヤー招聘等を行い、海外との貿易
促進を図る。
【国庫：Ｒ２年度より地方創生交付金事
業】

500 ― ― ― ―

川内港食品輸出取
扱い金額（外国貿
易年表：長崎税

関）
＜単年度＞

【現状値】
524,432千円/年

（Ｒ１）

【目標値】
550,000千円/年

（R6）

466,037千
円

― ― ― － －
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令和２年度　総合戦略　検証評価対象　事業一覧表【全体】

N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5
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3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3

1
3
1

セールスプロ
モーション事
業費

観光誘客や特産品当の販路拡大を目的
とした、セールス活動
・バス運行業務委託

4,327 ― ― ― ―

甑島への入込客数
の増

＜単年度＞

【現状値】
75,082人/年

（H30）

【目標値】
前年比増
（R6）

54,388人/
年

― ― ― ― Ｂ － － － －

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、島内イベ
ントが中止となったことか
ら、入込客数は減少した。
しかしながら、甑大橋の開
通により認知度が向上し、
観光客の来島意欲は増して
いることから、甑島のセー
ルス活動を実施していきた
い。
　コロナ禍であるからこ
そ、丁寧な情報発信を心掛
け甑島の旬な情報、お得な
旅行情報の発信を実施して
いる。

Ｂ － － － －

・コロナ禍ということで
やむをえずＢ判定を認め
たうえで、次回や新型コ
ロナウイルス終息後の頑
張りに期待したい。

38

商
工
観
光
部

観
光
C
S
課

3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3

1
3
1

旅行誘客事業
費

市内には、多様な自然・文化などの観光
資源が存在するが、観光誘客へとつな
げるためには、それらの複合的魅力のＰ
Ｒが不可欠であり、本市への送客を目的
に旅行商品を造成する旅行エージェント
を支援する。

9,349 ― ― ― ―

ツアー参加者数
＜単年度＞

【現状値】
1,736人/年
（H30）

【目標値】
3,500人/年

（R6）

1,382人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、造成され
たツアー催行が中止になり
減少した。
　コロナ禍により旅行者の
ニーズが近場での傾向もあ
ることから、新たなプロ
モーションにより誘客に努
める。
　マイクロツーリズムに移
行していることから、県
内、九州圏内にターゲット
を絞った情報発信を実施
し、誘客に努めた。

Ｂ － － － －

・コロナ禍ということで
やむをえずＢ判定を認め
たうえで、次回や新型コ
ロナウイルス終息後の頑
張りに期待したい。
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観
光
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3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3

1
3
1

ツーリズム事
業費

県外からの修学旅行生を受入れ、農林
漁業体験や民泊を通じ本市の自然・文
化に触れ地元の人々との交流により薩
摩川内のファンとなり、さらにはリピー
ターへとつなげていく。また、一般の旅行
者の農家宿泊体験の需要が増加傾向に
あり、受入農家の宿泊体験斡旋業務に
取組み、受入体制の構築を図る。
・グリーン・ツーリズム推進協議会補助
金

2,780 ― ― ― ―

農家民泊受入農家
数

＜単年度＞

【現状値】
６件

（H30年）

【目標値】
１５件/年　以上

（R6）

3件 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　農家民泊受入農家数を増
やすため、薩摩川内市グ
リーン・ツーリズム推進協
議会での教育旅行受入や研
修会等の実施を推進してい
きたい。
　受入キャパの問題や受入
農家の負担問題から広域で
の連携や既存宿泊施設との
連携も含めて、関係機関と
の調整を行っていきたい。

Ｂ － － － －

・コロナ禍ということで
やむをえずＢ判定を認め
たうえで、次回や新型コ
ロナウイルス終息後の頑
張りに期待したい。
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工
観
光
部

観
光
C
S
課

3
3
3

3
3
2

1
雇
用

1
3

1
3
2

物産販売事業
費

市内産の１次・２次産品のほとんどは認
知度が低く、市場競争力も低い。こうした
本市産品・物産のＰＲとブランド力向上を
図るため、対面販売等を通じた販売促進
とともに、購買者の声に沿った商品開発
を進める。

56,982 ― ― ― ―

販売実績
＜単年度＞

【現状値】
143,583千円/年

（H30）

【目標値】
200,000千円/年以

上
（R6）

133,351
千円

― ― ― ― Ｂ － － － －

　市域内所得向上を図るた
め、本市特産品等のＰＲ、
ブランド力向上のため、関
係事業者と連携し事業推進
を図りたい。
　また、アフターコロナを
見据え、ＷＥＢ販売での取
組み、ＨＰや広報誌等にお
いて市内産品の紹介に取り
組んでいる。

Ｂ － － － －

・コロナ禍ということで
やむをえずＢ判定を認め
たうえで、次回や新型コ
ロナウイルス終息後の頑
張りに期待したい。

1
3
1

甑島ツーリズ
ム推進事業

（甑島ツーリ
ズム推進協議
会運営補助）

国定公園指定後の甑島地域の観光を
軸とした地域振興を図るため、「甑
島ツーリズムビジョン」の行動計画
を実践していくために平成２７年度
に設立した「甑島ツーリズム推進協
議会」の運営を補助するもの
　○補助：
　　甑島ツーリズム推進協議会運営
補助

各部会で以下の取組を決定し、実施
している。
【地域振興部会】
・WSの開催による日常マップ作成、
　まち歩きなど
・海岸清掃イベントによる夏休みの
　工作活動、カノコユリに害をなす
外
　来種シンテッポウユリの除去活動
・恐竜化石活用事業とタイアップし
た
　事業、中学生交流会、方言講演会
など
【観光振興部会】
・インタープリターの養成と兼ねて
ツ
　アーの仕組みづくりや観光物産協
　会等と連携したモニターツアーな
ど

7,053 ― ― ―41
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工
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課
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3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3

―

甑島への宿泊客数
（薩摩川内市統計

資料）
＜単年度＞

【現状値】
27,136人/年

（H30）

【目標値】
40,000人/年

（R6）

26,880人/
年

― ― ― ― Ｂ ― － － －

　甑島エコツーリズムを柱
とした地域振興を図ること
を目的として、協議会及び
２つの部会で活動してお
り、観光ガイド（インター
プリターを含む。）の育成
やイベント、講演会、交流
事業などを展開し、島民の
意識醸成をはじめ、ツーリ
ズムの推進に寄与してい
る。今後も甑島の活性化を
担う組織として育成して参
りたい。
　新型コロナウイルス感染
症対策も踏まえて、新たな
日常の中でも交流人口を増
やし、地域の活性化に寄与
できるよう、ＨＰによる情
報発信も含めて島内のおも
てなし環境の充実に努めた
い。

・新型コロナウイルス感
染症終息後、観光客が急
増することに備えて、甑
だけでなく、市全体とし
ての宿泊可能数等につい
て把握に努められたい。
・コロナ禍ということで
やむをえずＢ判定を認め
たうえで、次回や新型コ
ロナウイルス終息後の頑
張りに期待したい。

Ｂ － － － －
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N
o

部
局
名

担
当
課

総合計画 総合戦略

事業の名称
【中事業名】

①事業概要等

③決算額（千円） 事業担当課による評価 検証評価委員会からの事業評価

政
策

施
策

方
向
性

基
本
方
向

Ａ：「ＫＰＩの達成に向け非常に有効であった。」

Ｂ：「ＫＰＩの達成に向け一定の効果があった。」

Ｃ：「ＫＰＩの達成のためには改善が必要である。」

Ｄ：「ＫＰＩの達成には効果がなかった。」 資料5
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部

観
光
C
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課

3
3
3

3
3
1

1
雇
用

1
3

1
3
2

地域おこし対
策事業費

【活動テーマ：地域資源を活用した
旅・食・品の食品開発】

人口減少や高齢化等の進行により地
区コミュニティなどが抱える地域課
題について、大都市圏からの地域お
こし協力隊の導入を図り、地域と一
体となった取り組みによって地域の
活性化につなげるもの、併せて、地
域おこし協力隊員の定着を促すもの
○　地域おこし協力隊の導入分野
　・「旅・食・品」の商品開発
　・地域活性化の企画立案と実践
○　地域おこし協力隊の募集・活動
　　情報の発信
○　地域おこし協力隊の地域定着支
　　援など
〇　国外向け観光資源の情報発信
〇　ＳＮＳや媒体を通じての情報発
信

5,556 ― ― ― ―

着任している協力
隊の人数
＜累計＞

【現状値】
③観光CS課

　３人/年（累計）

【目標値】
③観光CS課

　　９人/（累計）
（Ｒ４年度まで累

計）

2人/年 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　地域おこし協力隊員によ
る活動により地域活性化へ
の一定の効果はあった。今
後、地域おこし協力隊制度
の更なる効果を上げるた
め、地域及び受入団体との
連携を強化していく。

Ｂ － － － － －
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ス
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5
5
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5
3

1
雇
用
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スポーツ合宿
誘致事業費

スポーツの振興、社会体育施設の利用
促進、併せて本市経済の浮揚を図ること
を目的として、スポーツ合宿誘致事業を
展開する計画だったが、新型コロナウイ
ルス感染拡大により、事業展開ができな
かった。

225 ― ― ― ―

スポーツ合宿団体
＜単年度＞

【現状値】
48団体/年
（Ｒ1）

【目標値】
100団体/年以上

（R6）

３４団体/
年度

― ― ― ― Ｂ － － － －

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、県主催の
合宿セミナーの中止や計画
していた営業活動ができな
かった。また、学校単位で
のサークル活動の中止や、
企業単位でのクラブ活動の
自粛等の影響を受け、ス
ポーツ合宿が中止となった
ため、前年度より減少と
なった。
　当初７３団体の予約が
あったが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受け、
３９団体がキャンセルと
なった。キャンセルになっ
た団体へは、電話やメール
また、訪問等行い、アフ
ターコロナでの合宿実施の
確約を取っている現況であ
る。今後も状況を踏まえな
がら、スポーツによる地域
活性化を図るため、合宿誘
致を進めていきたい。

Ｂ － － － －

・新型コロナウイルス感
染症の影響がなければ、
７３団体来る予定であ
り、また、これなくなっ
た団体にもアフターコロ
ナで合宿に来てもらうよ
う確約をとっているな
ど、活動は評価する。
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奨学育英事業
費

市内の高等学校等に在学する高校生
で、学業成績や家庭の経済状況を審査
した上で、適当と認められる者に特別奨
学金を支給する。
●特別奨学資金（支給）
【特別奨学基金繰入金、基金利子収入】 7,173 ― ― ― ―

奨学生数
＜単年度＞

【現状値】
４０人/年
（R1）

【目標値】
４０人/年
（R6）

40人/年 ― ― ― ― Ａ － － － －

　３０年度から目標値を４
０人とした。令和２年度は
目標値の４０人となり多く
の生徒へ支援ができた。ま
た、制度の周知が図られて
いると思われる。 Ａ － － － －

・周知活動をもっとした
ら応募者が増えるのでは
と考える。
・上限を増やすなど、予
算確保に努められたい。
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青少年育成事
業費

　放課後に学校の余裕教室等を活用し
て、子供たちの安全・安心な活動拠点を
設け、地域の方々の参画も得て、子供た
ちの学習や様々な体験・交流活動の機
会を定期的・継続的に提供する。
　これにより、子供たちの社会性や自主
性、地域社会全体の教育力向上を図り、
地域活性化及び子供が安心して暮らせ
る環境づくりを推進する。
●放課後子ども教室事業業務委託
※特別交付金対象事業

375 ― ― ― ―

放課後子ども教室
の子ども参加数

＜単年度＞

【現状値】
２２人
（R1）

【目標値】
１５人
（R6）

26人 ― ― ― ― Ａ － － － －

　放課後児童クラブが設置
できない、またはその恩恵
を受けにくい小学校区への
設置を進めているが、放課
後児童クラブの設置が進ん
だこともあり、令和２年度
の設置は１箇所のみであ
る。
　事業実施の小学校では、
ほぼ全員の生徒が登録・参
加している。

Ａ － － － － －
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中央公民館費

　ＩＣＴ人材の育成に要する経費（タブレッ
ト講習会業務委託）
　【講座受講料を徴収する事業】

232 ― ― ― ―

タブレット講座延
べ参加者数
＜単年度＞

【現状値】
182人/年
（R1）

【目標値】
240人/年　以上

（R6）

115人 ― ― ― ― Ｂ － － － －

　パソコン等のICT利活用が
されていなかった層の利活
用を勧めることができた。
当初、地域公民館を含め、
開催予定だったが、新型コ
ロナウイルス感染症感染拡
大により前期の講座を実施
できず、中央公民館のみの
開催で、講座数としては半
分の講座となった。しか
し、更に利用増につなげて
いきたい。

Ｂ － － － －

・参加者も多く、人気の
ある講座であると感じ
る。
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